
 

造林事業請負契約書（案） 

 

１ 事 業 名 ５年度石狩署【千歳地区】保全整備造林第９号 

 

２ 事業場所 石狩森林管理署 ５２５３林班る小班外 

 

３ 事 業 量  除伐  ５７．７２ha 

        

４ 事業期間 契約締結日の翌日から 

令和６年１１月３０日まで 

ただし、作業種別又は箇所別の事業期間は、別紙事業内訳書のとおり 

 

５ 請負金額  金              円也 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税」という。）額 

金       円也） 

〔注〕（ ）の部分は、請負者が課税対象業者である場合に使用する。 

 

６ 選択条項 別冊約款中選択される条項は次のとおりである。 

（適用されるものは○印、削除されるもの×印。） 

 

適用削除の区分 選択事項 選択条項 

 契約保証金の納付 第４条第１項第１号 

 

 

契約保証金の納付に代わる担保となる有

価証券等の提供 

第４条第１項第２号 

 

 

 

銀行、甲が確実と認める金融機関等の保

証 

第４条第１項第３号 

 

 公共工事履行保証証券による保証 第４条第１項第４号 

 履行保証保険契約の締結 第４条第１項第５号 

× 支給材料及び貸与品 第 15 条 

 前金払      分の  以内 第 35 条第１項 

 中間前金払 第 35 条第３項 

〇× 部分払          １回以内 第 38 条 

 国庫債務負担行為に係る契約の特則 第 40 条 

（注）国庫債務負担行為に係る契約にあっては、別紙を添付する。 

 

 

 

 



７ 支給材料及び貸与物件 

 

品名 品質規格 数量 引渡予定場所 引渡予定年月日 

     

     

 

８ 特約事項 

       

上記の事業について、発注者と請負者は、各々の対等な立場における合意に基づい

て、本契約書及び北海道森林管理局ホームページに掲載している国有林野事業造林事

業請負契約約款（本事業の公告日現在）によって公正な請負契約を締結し、信義に従

って誠実にこれを履行するものとする。 

また、請負者が共同事業体を結成している場合には、請負者は、別紙共同事業体協

定書により契約書記載の事業を共同連帯して請け負う。 

本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

令和６年５月 日 

 

発注者 住所 札幌市中央区宮の森３条７丁目７０ 

    分任支出負担行為担当官 

                         石狩森林管理署長 佐藤 肇 印 

 

請負者 住所 

 氏名                             印 

 

 

［注］請負者が共同事業体を結成している場合においては、請負者の住所及び氏名の

欄には、共同事業体の名称並びに共同事業体の代表者及びその他の構成員の住所

及び氏名を記入する。 



1／1

除伐

作業種別

担当区 林小班 （細分） 樹種 区域 実行 区分
除伐

ha本数
つる切
ha本数

立木伐倒
ha本数

から まで 備考

千歳 5276 は
人工林
除伐 トドマツ外 14.69 14.69 単独 297 94 契約締結日の翌日 R6.11.30

千歳 5276 に
人工林
除伐 トドマツ外 5.02 5.02 単独 309 101 契約締結日の翌日 R6.11.30

千歳 5276 ほ
人工林
除伐 グイマツ 0.80 0.80 単独 313 99 契約締結日の翌日 R6.11.30

人工林
除伐 計 20.51 20.51

千歳 5253 る
天然林
除伐 アカエゾマツ外 1.58 1.58 単独 615 195 契約締結日の翌日 R6.11.30

千歳 5290 に
天然林
除伐 トドマツ外 5.16 5.16 単独 713 197 契約締結日の翌日 R6.11.30

千歳 5300 ろ
天然林
除伐 トドマツ外 9.13 9.13 単独 299 49 契約締結日の翌日 R6.11.30

千歳 5311 ろ
天然林
除伐 トドマツ外 21.34 21.34 単独 402 契約締結日の翌日 R6.11.30

天然林
除伐 計 37.21 37.21

千歳 計 57.72 57.72

合計 57.72 57.72

作業期間年月日面積（ha） 作業仕様

事　業　内　訳　書



 

 

 

 

 

 

設計図書について 

 

 

 

 入札公告及び北海道森林管理局ホームページに掲載している設計図書（造林事業請

負標準仕様書、北海道森林管理局造林事業請負仕様書、図面）については、本事業の

公告日現在に交付したものとする。 


